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１．集落段階の評価について

１ 検討・評価の主体

集落協定の代表者等

２ 評価の目的

(1) 自己点検による集落協定等の見直し・改善

(2) 集落の将来像の実現に向けた取組の強化 など

３ 評価の対象

集落協定

（必須） ① 集落マスタープランに定めた取り組むべき事項の達成状況

② 農業生産活動等として取り組むべき事項等の実施状況

（選択必須） ③ 農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項の進捗状況

④ 加算措置の進捗状況

４ 評価の方法

上記３の評価対象について、集落協定及び個別協定の達成状況等を自己評価

(1) Ｈ19年度までの実施状況

（目標の５割を目安に達成状況を３段階で評価）

○：確実に実施またはＨ２１目標の５割以上の達成

△：一部に遅れ等は見られるが着実に実施またはＨ２１目標の５割以上の未達成

×：実施されていない

(2) Ｈ21年度までの実施見込み

（目標の達成見込みを３段階で評価）

○：今後の実施またはＨ２１目標の達成が見込まれる

△：今後の実施またはＨ２１目標の達成に課題

×：今後の実施またはＨ２１目標の達成が困難

５ 市町村への報告

評価結果は、市町村に提出



（別紙）

○○県

△△市 （協定識別コード）

Ａ集落協定 172020011

○：確実に実施またはＨ２１目標の５割以上が達成されている。

△：一部に遅れ等は見られるが着実に実施またはH２１目標の５割以上が達成されていない。

×：実施されていないまたは利用権の設定等が解除された。

○：今後の実施またはH21目標の達成が見込まれる。

△：今後の実施またはH21目標の達成に課題がある。

×：今後の実施またはH21目標の達成が困難である。

該当の
有無

○ ○ ○

○ △ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ △ ×

・

・

・

○ △ ○

集落マスタープラン（実施したかどうかで評価してください。）

都道府県名

市町村名

協定名

　・　以下からあてはまる項目を選択し、○△×のいずれかを記入して下さい。

　・　以下からあてはまる項目を選択し、○△×のいずれかを記入して下さい。

取組内容
H１９までの
実施状況

H21目標の
実施見込み

　
農
業
生
産
活
動
等
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
事
項

（
実

施
し
た
か
ど
う
か
で
評
価
し
て
く
だ
さ
い

。

）

耕
作
放
棄
の
防
止

等
の
活
動

①　賃借権設定・農作業の委託

②　既耕作放棄地の復旧

③　既耕作放棄地の林地化

・

・

・

水
路
・
農
道
等

の
管
理

①　水路の管理

②　農道の管理

③　その他の施設の管理

多
面
的
機
能
を
増

進
す
る
活
動

①　周辺林地の下草刈

②　土壌流亡に配慮した営農

③　棚田オーナー制度

・

・

・

農
業
生
産
活
動
等
の
体
制
整
備
と
し
て
取
り

組
む
べ
き
事
項

（
H
2
1
目
標
の
５
割
で
評

価

）

農
用
地
等
保

全
マ

ッ
プ

③既耕作放棄地復旧又は林地化

生
産
性
・
収

益
向
上

①機械・農作業の共同化

②高付加価値型農業の実践

③地場産農産物等の加工・販売

②担い手集積化

・

・

・

①農地法面、水路・農道等補修・改良

加
算
措
置

（
Ｈ
２

１
目
標
の
５
割
で

評
価

）

規模拡大加算

土地利用調整加算

耕作放棄地復旧加算

法人設立加算

②鳥獣害防止対策

Ａ
要
件

Ｂ
要
件

①集落を基礎とした営農組織の育成

集落協定の自己評価票
(イメージ)

（注）
・この調査票は、集落の代表者等
に記入をお願いするものです。
・また、「該当の有無」欄には、
あらかじめ市町村の担当者が集落
協定の内容からご記入願います。

記入例

記入要領

- 2 -
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２．市町村段階の評価について

１ 検討・評価の主体

市町村長は、集落等の取組状況を客観評価

２ 評価の目的

(1) 取組に課題のある集落協定を明確にし、必要な指導・助言の実施

(2) 制度の成果と課題の明確化 など

３ 評価の対象

(1) 集落協定の評価

（必須） ① 集落マスタープランに定めた取り組むべき事項の達成状況
② 農業生産活動等として取り組むべき事項等の実施状況

（選択必須）③ 農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項の進捗状況
④ 加算措置の進捗状況

(2) 制度の成果と課題

耕作放棄の抑制、地域等の活性化、多面的機能の維持・発揮、前期対策との比較など

４ 評価の方法

(1) 集落協定の評価

市町村は、集落協定の代表者等が作成した自己評価結果をガイドライン（別紙2）に
基づき、取組毎に「◎：優良」、「○：適当」、「△：要指導・助言」、「×：返還等」の４
区分により客観的に評価するとともに、この４区分の数で協定全体に対する評価を実施。

【協定全体の評価基準】（例：集落協定）

( 優 ) ｢◎｣または｢○｣が、６以上かつ｢×｣がない場合
( 良 ) ｢◎｣または｢○｣が４以上かつ必須に｢×｣がない場合
( 可 ) ｢×｣が必須にない場合
(不可) ｢×｣が必須にある場合

(2) 制度の成果と課題

① 集落協定等の評価結果などに基づき、制度の成果を取りまとめ、課題を明確化

② 上記を踏まえた制度の改善・見直しの方向性を検討

５ 市町村中間年評価書の取りまとめ

(1) 集落協定の評価

市町村内管内の全ての集落協定等を評価し、指導・助言が必要な協定数（指導内容に
よる分類）、返還等の措置が必要な協定数（全額返還／２割返還／加算分返還／交付停
止）を取りまとめ。

(2) 制度の成果と課題

直接支払制度の主な成果（① 耕作放棄の発生防止、② 地域・集落の活性化、③
多面的機能の維持など）を分析し取りまとめるとともに、制度の課題を踏まえた改善・
見直しの方向性を検討。
評価結果は、市町村中間年評価書に取りまとめのうえ、平成１９年１２月末までに都

道府県に報告。



（別紙１）

○○県

△△市 （協定識別コード）

Ａ集落協定 172020011

○：確実に実施または通知基準の５割以上を達成。

△：一部に遅れ等は見られるが着実に実施または通知基準の５割未満の達成。

×：実施されていないまたは利用権の設定等が解除。

○：今後の実施または通知基準以上の達成が見込まれる。

△：指導・助言により、今後の実施または通知基準以上の達成が見込まれる。

×：指導・助言を行っても、今後の実施または通知基準の達成が困難。

該当の
有無

○ △ △

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ △ ×

・

・

・

○ △ ○ ○

評価 総合所見

A ○

B △

C ◎

D ◎

E ◎

F ○

G

○

優

Ｂ
要
件

①集落を基礎とした営農組織の育成

②担い手集積化

A

③　その他の施設の管理

多
面
的
機
能
を

増
進
す
る
活
動

　
農
業
生
産
活
動
等
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
事

項 耕
作
放
棄
の
防

止
等
の
活
動

①　賃借権設定・農作業の委託

②　既耕作放棄地の復旧

H

B

C

D

E

F

G

指導・助言
の内容

・　全ての取組みについて、計画以上が実施され、ま
た、今後も確実な実施が見込まれるため。

①③⑦

　【複数選択可】
　①　話し合い活動の充実
　②　非農家等多様な人材の参画推進
　③　市町村・ＪＡ等との連携強化
　④　地域外者等との連携強化
　⑤　近隣集落等との連携強化
　⑥　活動内容の再検討（変更）
　　ア　活動項目、イ　達成目標、
　  ウ　加算措置、エ　単価
　⑦　組織的な営農活動の導入
　⑧　共同取組活動の充実
　⑨　その他（　　　　　　　　　　）

評価の理由

・　活動計画に沿って、着実に取組みが実施され、ま
た、今後も着実に実施されると見込まれる。

・　自然災害を受けている農用地の復旧は、○年○
月の台風災害により、再度被害を受けたため、目標
年度までの復旧ができなくなったが、賃貸権設定・農
作業の委託は、受託者の選定が遅れたものの、達成
が見込めたため。

◎

△

◎

・　計画以上の延長を管理できると見込めたため。

都道府県名

市町村名

協定名

　◎：【優良】、○：【適当】、
  △：【要指導・助言】、×：【返還等】

以下からあてはまる項目を選択し、○△×のいずれかが記入

以下からあてはまる項目を選択し、○△×のいずれかが記入

取組内容
H19までの
実施状況

H21目標の
実施見込み

マ
ス

タ
ー

プ

ラ
ン

①　集落マスタープランに定めた取り組むべき事項
・

・

・

○

市町村の
評価

○ ○ ○

③　既耕作放棄地の林地化
・

・

・

水
路
・
農
道

等
の
管
理

①　水路の管理

②　農道の管理

農
業
生
産
活
動
等
の
継
続
に

向
け
た
取
組

農
用
地
等
保

全
マ

ッ
プ

①農地法面、水路・農道等補修・改良

②鳥獣害防止対策

③既耕作放棄地復旧又は林地化

Ａ
要
件

①　周辺林地の下草刈

生
産
性
・
収

益
向
上

①機械・農作業の共同化

②高付加価値型農業の実践

③地場産農産物等の加工・販売

②　土壌流亡に配慮した営農

③　棚田オーナー制度
・

・

・

加
算
措
置

規模拡大加算

土地利用調整加算

耕作放棄地復旧加算

法人設立加算

○

・

・

・

○

【総合評価】

①③

・　鳥獣被害防止対策は、被害が想定以上に拡大し
たため、共同取組み活動では対処できず、町の単独
事業に切り替えたが、農地法面、水路･道路等補修・
改良については、Ｈ２１目標の達成が見込まれるた
め。

①③⑥
・　新規就農者の確保は、予定者の都合により計画
どおりの就農が難しくなったが、他の取組みについて
は、Ｈ２１目標の達成が見込めるため。

・　受託者の選定が遅れたため、取り組みに遅れが
見られたが、話し合い活動が円滑に行われたため、
Ｈ２１目標の達成が見込まれるため。

項目

必　　須

選択必須

集落マスタープラン

耕作放棄の防止等の活動

水路・農道等の管理

農業生産活動等の継続に向けた取組・A要件

農用地等保全マップ

土地利用調整加算

規模拡大加算

・農業生産活動等として取り組むべき事項につい
ては、計画以上の活動を実施することが見込まれ
るなど、意欲的な取組が見られる。

・しかし、農業生産活動等の継続に向けた取組に
ついては、一部に進捗の遅れがあったが、移動・
助言により目標達成が見込まれる。

・全体的には優れた取組が行われている。

＊全体評価

H

多面的機能を増進する活動

耕作放棄地復旧加算

法人設立加算

農業生産活動等の継続に向けた取組・B要件

集落協定の市町村評価票
(イメージ）

記入例

記入要領

ガイドラインによる判定

※　通知基準とは、
「農業生産活動等の体
制整備として取り組む
べき事項」並びに「加
算措置」を実施する場
合の要件となる実施要
領及び同運用に定めた
基準又は活動水準のこ
と。

- 4 -



市町村の判断基準のガイドライン（イメージ）

50
％

以
上

50
％

未
満

要
指
導
助
言

行政のサポートが必要で
これにより

改善が見込める

行政がサポートしても

改善が見込めない

優
良

（平成２１年度見込み）

優
良

適
当

行政のサポートが必要で

これにより

改善が見込める

未実施

別紙２

（平成１９年度実施状況）

◎

×

◎

○

○

（４段階評価）

このままでも

高く見込める

このままで

見込める

このままで

見込める

このままでも

高く見込める

実施

(不十分)

実施

協
定
の
目
標

達
成
率
（通
知
基
準
）

数
値
目
標
あ
り

数
値
目
標
な
し
（
実
施
の
有
無
で
判
断
）

○自律的かつ継続的な農業生産活動
○加算措置 等

○集落マスタープランに定めた取り組むべき事項
○農業生産活動等として取り組むべき事項 等

適
当

返
還
等

要
指
導
助
言

△

△

- 5 -
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３．都道府県段階の評価について

１ 検討・評価の主体

都道府県知事は、第三者機関において検討・評価。

２ 評価の目的

(1) 集落協定等の評価結果において課題のある市町村を明確にし、必要な指導・助言を強化

(2) 都道府県下における制度の成果と課題の明確化 など

３ 評価の対象

(1) 集落協定の評価

市町村中間年評価書により市町村から報告のあった集落協定等の実施状況。

(2) 制度の成果と課題

市町村中間年評価書により市町村から報告のあった直接支払制度の主な成果（① 耕
作放棄の発生防止、② 地域・集落の活性化、③ 多面的機能の維持など）と制度の課
題。

４ 評価の方法

(1) 集落協定の評価

市町村が実施した集落協定等の評価結果（４区分評価の状況）、指導・助言の内容、
返還措置の原因等を踏まえて、都道府県下の全体の実施状況等を評価。

(2) 制度の成果と課題

① 市町村が実施した集落協定等の評価結果等に基づき、制度としての成果を取りまとめ、
課題を明確化。

② 上記を踏まえた制度の改善・見直しの方向性を検討。

５ 都道府県中間年評価書の取りまとめ

(1) 集落協定の評価

市町村からの報告に基づき、市町村毎に実施状況を評価するとともに、指導・助言が
必要な協定数（指導内容による分類）、返還等の措置が必要な協定数（全額返還／２割
返還／加算分返還／交付停止）などを取りまとめ。

(2) 制度の成果と課題

直接支払制度の主な成果（① 耕作放棄の発生防止、② 地域・集落の活性化、③
多面的機能の維持などの）を分析し、取りまとめるとともに、制度の課題を踏まえた改
善・見直しの方向性を検討。
また、評価の結果は、都道府県中間年評価書に取りまとめ、平成２０年３月末日まで

に国（農林水産省）へ報告。
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4．アンケート調査の実施について

１ 実施主体

国（農林水産省）

２ 調査の目的

制度の成果と課題の明確化と改善・見直しの方向性を検討する基礎資料とするため。

３ 調査の対象

(1) 全ての集落協定等の代表者

(2) 全ての市町村

４ 調査の内容 （別紙のとおり）

(1) 耕作放棄の抑制等制度の成果

(2) 前対策との比較

(3) 協定締結に至る経緯

(4) 周辺住民の理解の状況 など

５ 調査の方法

集落協定等にあっては、その代表者等が直接調査票に記入又は市町村の担当者が聞き取
りにより記入。
また、市町村にあっては、市町村の担当者が記入。

６ 調査の取りまとめ

調査票に記入された内容は、市町村において集計し、都道府県に報告。
また、都道府県は、市町村からの報告を取りまとめ、平成２０年４月末日までに国（農

林水産省）へ報告。
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中山間地域等直接支払制度に関するアンケート調査項目（案）
【全集落協定等で実施】

Ⅰ 耕作放棄の発生防止

１ 耕作放棄の発生防止に関する直払いの効果いかん
２ 制度なかりせば、耕作放棄の状況いかん
３ 法面、水路・道路等の管理状況いかん
４ 法面、水路・道路等の管理に係る共同作業回数の変化いかん
５ 鳥獣害対策で守られている面積いかん
６ 鳥獣害対策の種類いかん
７ 鳥獣の種類いかん
８ 対策に取り組む前後の被害面積の変化いかん
９ 病害虫について

Ⅱ 地域・集落の活性化

10 集落・地域の活性化に関する直払いの効果いかん
11 集落の活性化や将来に向けた話し合いの状況いかん
12 共同作業、作業受託の話し合いの状況いかん
13 対策に取り組む前後の話し合い回数の変化いかん
14 話し合いがきっかけでの効果いかん

14-1 集落間連携の効果いかん
14-2 直売・加工・販売の効果いかん

15 交付金の主な支出先いかん

Ⅲ 多面的機能の維持

16 多面的機能の維持・保全に関する直払いの効果いかん
16-1 多面的機能の維持・保全に関する直払いの効果内容いかん
16-2 防止された災害いかん

Ⅳ 前対策との比較

17 協定役員の人数及び女性の人数いかん
18 協定役員の平均年齢いかん
19 前期対策から新たな対策への継続いかん

19-1 前対策の協定役員の平均年齢いかん
19-2 前期対策と新たな対策の集落内の話し合いのテーマの数の変化いかん
19-3 協定締結前及び前期対策と比較して新たな対策の効果いかん
19-4 協定締結前と比較した効果いかん

Ⅴ 協定締結に至る経過

20 協定締結の理由いかん
21 協定締結までの話し合い回数いかん

21-1 話し合いに女性の参加割合いかん
22 協定参加者の女性の人数いかん
23 締結までの話し合い期間いかん
24 協定締結時の課題いかん

Ⅵ その他

25 共同取組活動１／２について
26 周辺住民の集落活動についての評価いかん
27 制度の継続について
28 協定を契機とした新たな取り組みいかん
29 協定期間中の課題、本制度の感想及びその他要望

別紙


